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上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、
書面交付請求をいただきました株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株主の皆様に
電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第29回定時株主総会招集ご通知に際しての交付書面非記載事項
【電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項】

株式会社ブイ・テクノロジー



区 分
第　26　期
2022年4月から
2023年3月まで

第　27　期
2023年4月から
2024年3月まで

第　28　期
2024年4月から
2025年3月まで

第　29　期
(当連結会計年度)
2025年4月から
2026年3月まで

売 上 高(百万円) 43,146 37,335 46,182 52,992
経 常 利 益(百万円) 1,700 1,112 1,891 3,474
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益(百万円) 260 778 800 2,301

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 26円
92銭

80円
65銭

84円
07銭

243円
48銭

総 資 産(百万円) 71,387 75,606 73,201 72,977
純 資 産(百万円) 33,884 34,639 33,581 36,250

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,475円
25銭

3,571円
35銭

3,544円
98銭

3,825円
90銭

区 分
第 26 期

2022年4月から
2023年3月まで

第 27 期
2023年4月から
2024年3月まで

第 28 期
2024年4月から
2025年3月まで

第 29 期
(当事業年度)
2025年4月から
2026年3月まで

売 上 高(百万円) 30,053 23,700 30,694 34,184
経 常 利 益(百万円) 2,341 2,536 893 2,306
当期純利益又は当期
純 損 失 （ △ ）(百万円) 985 △3,154 248 1,544
１株当たり当期純利益又は１株
当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ）

101円
87銭

△326円
82銭

26円
13銭

163円
38銭

総 資 産(百万円) 63,794 61,843 57,916 55,572
純 資 産(百万円) 32,842 29,104 28,004 28,795

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,396円
47銭

3,023円
95銭

2,963円
34銭

3,046円
09銭

１．企業集団の現況
（１）財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、期中平均の発行済株式の総数（自己株式数を控除後）に基
づき算出しております。

２．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額の算定において、信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数は当該株式を控除対象
の自己株式に含めて算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額は、期中平均の発行済株式の
総数（自己株式を控除後）に基づき算出しております。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額の算定において、信託財産と
して株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中
平均株式数は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。
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主要製品名
半導体・フォトマスク装置 FPD装置

シリコンウェーハ検査装置 MS-1000シリーズ 光配向膜露光装置 AEGISシリーズ
自動塗布現像装置 LITHOTRAC Dual-1000シリーズ 大型ガラス基板露光装置 RZシリーズ
レジスト現像速度測定装置 RDA-800Twinシリーズ ロール to ロール露光装置 DZシリーズ
マスクレス露光装置 DL-1000Aシリーズ 外観検査装置 Capricornシリーズ
MRAM用非接触電気検査装置 UFシリーズ カラーフィルター欠陥修正装置 Jupiterシリーズ
電子回路基板検査装置 SRVシリーズ TFT欠陥修正装置 Taurusシリーズ
レジストレーション精度測定装置 PMARSシリーズ 精密座標測定装置 Mercuryシリーズ
外観検査装置 Dioneシリーズ 微小寸法測定装置 Venusシリーズ
欠陥修正装置 Pictorシリーズ
半導体用マスクライター Stark R6シリーズ
精密座標測定装置 Mercury SHRシリーズ
欠陥修正装置(FIB) Dracoシリーズ
欠陥修正装置 Sculptorシリーズ
外観検査装置 Geminiシリーズ
DI露光装置 LAMBDIシリーズ
アドバンスドパッケージ用テスター LIBRAシリーズ

（２）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、半導体・フォトマスク装置、FPD装置等の開発、製造及び販売を主要な

事業と位置づけております。

当社 （本社）神奈川県横浜市
（YRPイノベーションセンター）神奈川県横須賀市

V Technology Korea Co., Ltd. 韓国
V Technology Taiwan Co., Ltd. 台湾
Shanghai V Technology Co., Ltd. 中国
VETON TECH LIMITED 香港
オー・エイチ・ティー株式会社 広島県福山市
株式会社ブイ・イー・ティー （本社）神奈川県横浜市

 (米沢工場）山形県米沢市
株式会社ナノシステムソリューションズ 沖縄県うるま市

（３）主要な事業所（2026年３月31日現在）

使用人数 前連結会計年度末比増減
1,027名 59名増

（４）使用人の状況（2026年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）上記使用人数には、嘱託社員及び派遣社員等の数は含んでおりません。
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使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
246名 11名減 47.5歳 8.6年

② 当社の使用人の状況

（注）上記使用人数には、子会社への出向者、嘱託社員及び派遣社員等の数は含んでおりません。

借入先 借入額
㈱三菱ＵＦＪ銀行 7,046
㈱三井住友銀行 3,200
㈱静岡銀行 2,445
㈱千葉銀行 1,826
㈱みずほ銀行 1,786

（５）主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

①　発行可能株式総数 35,180,600株
②　発行済株式の総数 10,057,600株
③　株主数 7,078名（前事業年度末560名減）

株主名 持株数 持株比率
杉本 重人 1,174,600株 12.27％
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 1,135,500株 11.86％
㈱日本カストディ銀行（信託口） 385,838株 4.03％
HSBC HONG KONG-TREASURY SERVICES A/C ASIAN 
EQUITIES DERIVATIVES 184,800株 1.93％

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 160,663株 1.67％
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 148,900株 1.55％
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 133,100株 1.39％
JP MORGAN CHASE BANK 385781 126,071株 1.31％
島根 良明 108,400株 1.13％
MSCO CUSTOMER SECURITIES 94,859株 0.99％

株式数 交付対象者数
取締役（監査等委員・社外取締役を除く） 7,896株 2名

２．会社の現況
（１）株式の状況(2026年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（484,974株）を控除して計算しており、小数点第3位を切り捨てて表示しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「取締役（監査等委員である取締役を含む。）の報酬等」に記載
しております。
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（２）新株予約権等の状況
①当事業年度の末日において、当社役員が保有している職務執行の対価として交付された
新株予約権等の状況
当該事業年度の末日において当社役員が保有している新株予約権等はございません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権
当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権はありません。

（３）会社役員に関する事項
①責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

②役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社の取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び執
行役員並びに当社の国内子会社の取締役、監査役及び執行役員（当事業年度中に在任して
いた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しております。保険料は会社が負担しております。
　なお、当社は、2025年６月26日開催の第28回定時株主総会終結の時をもって監査等委
員会設置会社へ移行しており、移行前に在任していた監査役も被保険者に含まれておりま
す。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当
該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によ
り保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新をしております。なお、被保険者の
職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、当社の採用する役員等
賠償責任保険では公序良俗に反する行為を原因とする損害賠償を補償の対象外としており
ます。
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氏名 期待される役割に関して行った職務の概要 出席状況

取締役
(監査等委員)

若林 秀樹

半導体業界における高い専門性に基づき、取締
役会において積極的な提言を行いました。また
アナリストおよびファンドマネージャーとして
の経験から、資本効率や市場動向の観点に基づ
く有益な助言を行い、経営の透明性向上と企業
価値の最大化に寄与しました。 監査等委員とし
ては、事業リスク評価について専門的な立場か
ら監査・監督を行い、実効性の高いガバナンス
体制の構築を主導しました。また、任意の指
名・報酬委員会の委員長も務め、当社運営に客
観的な立場から携わっていただいております。

取締役会：13回中13回
監査等委員会：12回中12回
指名・報酬委員会：2回中2回

取締役
(監査等委員)

立山 純子

弁護士として培われた企業法務に関する深い専
門知識に基づき、当社のコンプライアンス体制
やリスク管理の妥当性について、取締役会およ
び監査等委員会において専門的見地から積極的
な提言を行いました。加えて当社経営への助言
や業務執行に対する適切な監督を行い、経営の
透明性向上と監督機能の強化に大きく寄与いた
しました。また、任意の指名・報酬委員会の委
員も務め、当社運営に客観的な立場から携わっ
ていただいております。

取締役会：16回中16回
監査等委員会：12回中12回
指名・報酬委員会：2回中2回

取締役
(監査等委員)

小川 加織

公認会計士としての財務・会計に関する深い知
見に基づき、取締役会において当社の計算書類
の適正性や資本効率の改善について助言を行い
ました。加えて、業務監査経験を活かし、内部
統制の運用状況やリスク管理体制を厳正に監督
しました。委員長として監査等委員会監査を立
案および主導し、当社のコーポレート・ガバナ
ンスの高度化に向けた提言を行うなど、独立し
た立場から経営の監視・監督機能を十分に果た
しました。また、任意の指名・報酬委員会の委
員も務め、当社運営に客観的な立場から携わっ
ていただいております。

取締役会：13回中13回
監査等委員会：12回中12回
指名・報酬委員会：2回中2回

（４）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況

（注）１．若林秀樹氏および小川加織氏は2025年6月26日付で取締役に就任した為、就任後の出席状況となります。
２．社外取締役の兼務先である電子情報技術産業協会（JEITA）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）、熊本大学、立命館大学大学院、㈱フルヤ金属、第一中央法律事務所、ムラキ㈱、小
川公認会計士事務所および㈱FPパートナーと当社との間には特別の関係はありません。
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支 払 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 64百万円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 64百万円

（５）会計監査人の状況
①　名称　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は合計額で記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切
であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし
た。

３．当社の一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche 
Tohmatsuのメンバーファームに対して監査証明業務に基づく報酬3百万円を支払っております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　解任又は不再任の決定の方針
　会社都合のほか、法令違反等会計監査人の職務の執行に支障があり、改善されない場合
に、監査等委員会は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的事項としま
す。
　監査等委員会は、会計監査人が下記事項に定める項目のいずれかの場合に該当すると認
められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任又は不再任いたしま
す。
　この場合、監査等委員会が選定した監査等委員が解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人解任又は不再任及びその理由を報告します。
・会社法第340条第1項各号に該当すると判断される場合
・会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合
・その他、会計監査人の監督品質、品質管理、独立性、総合的能力等の具体的要素を列挙

し、それらの観点から監査を遂行するに不十分であると判断した場合等
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（６）会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制

　当社は、2025年6月26日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制
の整備に関する基本方針（「内部統制システム構築に関する基本方針」）を一部改定する
決議をいたしました。
改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

（１）取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役、使用人が法令、定款を遵守し、社会倫理を尊重するため、コンプライアンス
基本規程を整備し、社内に周知徹底、コンプライアンス意識の醸成を図る。
担当部門は、問題の有無を調査し、取締役会に報告する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び使用人の職務執行に係る文書については、取締役会に定めるものの他、文
書管理に関する規程を整備し、その保存媒体に応じて閲覧、保管、廃棄等の体制を構築
する。また、稟議規程により、申請、決裁等の意思決定の具体的な手続きを定める。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　社内各規程遵守によりリスクの未然防止に努めると共に、リスクの発生に備え、その
種類に応じた基本的な対応策を定め、損失発生の最小限化に努める。また、損失の程度
に応じたディスクロージャー体制を整備する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア. 取締役会の定時開催のみならず、適宜臨時に開催し、取締役、監査等委員である取締

役間での情報の共有化、迅速かつ透明性のある意思決定に努める。
イ. 営業会議等の開催により取締役、監査等委員である取締役、使用人間での情報や問題

意識の共有化を進める。
ウ. 職務権限、組織、業務分掌の社内各規程を整備し、取締役、使用人の職務、権限を明

確にし、適切、効率的かつ透明性のある意思決定に努める。

（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア. 企業集団としての体制

　関係会社の統括責任者の設置など関係会社管理の体制を整備し、関係会社の的確な
管理を通じて、当社グループの円滑な運営に努める。

イ. 子会社の取締役及び業務を執行する社員等の職務の執行に係る事項の当社への報告に
関する体制
　子会社は、当社との間で定めた営業成績、財務・経理、人事その他の経営上の重要
事項を関係会社の統括責任者を通じて本社へ定期的に報告する。

ウ. 子会社の損失の危険の管理に対する体制
　当社危機管理基本規程に、子会社も含めて当社グループ全体のリスク管理体制を定
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めると共に各子会社はその体制整備に努める。
エ. 子会社の取締役等の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、経営の重要事項等を適時各子会社へ伝え、情報の共有化を図ることにより
子会社の取締役の執行が効率的に行われるように努める。

オ. 子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　グループ全体の行動規範、グループコンプライアンス基本規程を整備すると共に、
関係会社の統括責任者及び本社監査室が内部監査を実施する。

（６）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する体制及びその実効性を確保する体制並びにその使用人の取締役からの独立
性に関する体制
ア. 監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置き、当該

使用人の処遇は、監査等委員会の意見を尊重したうえで行うものとし、当該使用人の
取締役からの独立性を確保するものとする。

イ. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査等委員
会の指揮命令に従うものとする。

（７）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報
告に関する体制及びその他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
ア. 監査等委員会は、会計監査人、当社の取締役及び使用人、子会社の取締役、監査役及

び使用人又はこれらの者から報告を受けた者から随時報告を受け、意見交換を行い、
監査の実効性を確保するものとする。

イ. 当社および子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社監査等委員会から業務執行に
関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

（８）監査等委員会へ報告した者が不利な取り扱いを受けないようにする体制
　グループコンプライアンス基本規程に、通報者保護に関する事項を定め、当社グルー
プに周知徹底する。

（９）監査等委員である取締役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続き
その他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
　当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第
399条の２第４項に基づく費用の請求をする際は、総務部において受理し速やかに当該
費用又は債務を処理する。
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２．内部統制システムの運用状況の概要について
　当社グループは業務の適正を確保するための体制について、「内部統制システム構築
に関する基本方針」に基づき、内部統制システムの整備に努めると共に、その運用状況
の把握を行い必要により改善を図っております。また、グループ全体としてその周知徹
底に努めております。その主な運用状況は以下のとおりであります。

（１）取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス基本規程をイントラに掲示し周知徹底を図ると共に、各子会社にお
いては、この規程の内容と同等の規程を作成するか、若しくは翻訳させて使用させてお
ります。また、安全保障輸出管理規程及び安全衛生委員会規約に基づき、安全保障輸出
に関する教育を海外子会社も含めて実施すると共に、安全衛生委員会を毎月１回開催し
ております。
　更に、内部監査室及び関係会社管理室が監査を実施し、グループ全体の状況の把握に
努めております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び使用人の職務執行に係る文書については、文書管理規程に従い取扱うと共
に、総務部が保管を行うことを定め管理しております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　危機管理基本規程に基づき、リスクの未然防止に努めると共に、リスク発生に対して
は総務部がグループ全体の情報収集を行うこととし、早期に親会社及び子会社間の情報
の共有化を図り、損失の最小限化に努めております。またリスクが発生した場合には迅
速に情報開示できるように、ＩＲ室を社長直下としております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は12回の定時開催と、４回の臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を行う
と共に、情報の共有化及び透明性のある意思決定を図っております。また、毎月営業会
議、管理会議、研究開発会議を開催し取締役、監査等委員、使用人の間で、情報や問題
意識の共有化及び課題対応の方針の明確化に努めております。更に職務権限規程及び組
織・業務管理規程を組織変更時に速やかに見直し、業務に支障が起きないように努めて
おります。

（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制
　内部監査室が当会社企業集団の財務報告に係る内部統制の有効性評価を行い、業務の
適正を確保しております。また、関係会社管理室が、グループ子会社に対して円滑な運
営が実施できるように指導を行うと共に、各子会社は経営上の重要事項等については毎
月１回開催される取締役会において議論を行い、関係会社管理室も参加して問題解決に
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努めております。更に子会社の役員等が毎月本社取締役会及び営業会議に参加すると共
に、子会社の運営状況等重要事項の報告をして、グループ全体としての認識の共有化に
努めております。

（６）監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する体制及びその実効性を確保する体制並びにその使用人の取締役からの独立性
に関する体制
　該当する状況は無く、使用人は置いておりません。

（７）取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に
関する体制及びその他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員に求められた報告者は、迅速にその報告を行うと共に、必要により随時報
告及び意見交換を行っております。

（８）監査等委員へ報告した者が不利な取り扱いを受けないようにする体制
　コンプライアンス通報規程に通報者保護に関する事項を定めて、イントラに掲示し周
知徹底すると共に、監査等委員監査基準に通報者が不利な取り扱いを受けないことが確
保されているかを確認することを定めております。

（９）監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該
職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
　監査等委員の子会社等への往査の業務実施に必要な出張経費を、総務部において迅速
に処理しております。

３．反社会的勢力排除、対応に関する基本方針
　当社は、企業行動指針で、違法行為や反社会的行為に係わらないよう良識ある行動に
努め、反社会的な勢力とは関係を持たず、毅然とした態度で臨む旨を規定して、日常の
企業行動の基本としております。
　また、「神奈川県企業防衛対策協議会」(神企防）に加盟し、定期的に開催される会合
に出席し、情報の収集及び意見の交換等を行い、会員企業と相互連携を図っておりま
す。

　この事業報告は、注記のない限り、次により記載しております。
１．記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．比率は、小数点第２位を四捨五入しております。
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 2,847 2,503 29,512 △2,479 32,384
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △765 △765
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,301 2,301

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 12 12
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 1,535 11 1,547
当連結会計年度末残高 2,847 2,503 31,047 △2,467 33,932

その他の包括利益累計額 非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券評

価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 30 1,085 1,115 81 33,581
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △765
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,301

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 12
株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額） 476 642 1,118 2 1,120

当連結会計年度変動額合計 476 642 1,118 2 2,668
当連結会計年度末残高 506 1,727 2,234 83 36,250

連結株主資本等変動計算書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 22社
・主要な連結子会社の名称 V Technology Korea Co., Ltd.

V Technology Taiwan Co., Ltd.
Shanghai V Technology Co., Ltd. (Kunshan V 
Technology Co.,Ltd.より商号変更）
VETON TECH LIMITED
オー・エイチ・ティー株式会社
株式会社ブイ・イー・ティー
株式会社ナノシステムソリューションズ

② 連結の範囲の変更に関する事項
　当連結会計年度より、広播電子工業株式会社を株式取得により子会社化したため、連結
の範囲に含めております。また、Lumiotec株式会社及び株式会社フラスクは会社清算に
より連結の範囲から除外しております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 4社
・持分法適用の関連会社の名称 株式会社日本生産技術研究所

Xianyang CHVT New Display Technology Co., Ltd.
ネクスファイ・テクノロジー株式会社
株式会社EORIC

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の内、Shanghai V Technology Co., Ltd.、OHT (SHANGHAI) 

Incorporation.、OUTSTANDING HIGH TECHNOLOGIES Inc.、VETON 
TECH(SHANGHAI) Co., LTD.、V-Technology (SHANGHAI) Human Resource 
Management CO., LTD.、V Investment China Co., Ltd.、V-Tech Shining Color 
Technology (Kunshan) Co., Ltd.、Imec Agricultural Technology(Suzhou) Co., Ltd.
の決算日は12月31日のため、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ております。
　その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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ロ. 棚卸資産
商品及び製品､仕掛品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
原材料及び貯蔵品……………当社及び連結子会社は、原材料は月別総平均法による原

価法を、貯蔵品は最終仕入原価法を採用しております。
なお、貸借対照表価額についてはいずれも収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券………………市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ハ. デリバティブ…………………時価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は、建物並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を、機械装置、工具器具備品については定率法を採用し
ております。
（主な耐用年数）
建物及び構築物　　　３年～45年
機械装置　　　　　　５年～８年
工具器具備品　　　　２年～18年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は、定額法を採用しております。
また、特許権については８年間、のれんについては２年
～6年間で均等償却をしております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金……………………売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

ロ. 賞与引当金……………………当社及び連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会
計年度の負担額を計上しております。
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ハ. 製品保証引当金………………製品販売後のアフターサービス費用の支出（当社の瑕疵
に基づく無償サービス費を含む）に備えるため、アフタ
ーサービス費用の支出実績を勘案した支出見込額を計上
しております。

ニ. 受注損失引当金………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年
度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失金額
を合理的に見積ることが可能なものについて、翌連結会
計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上していま
す。

ホ. 株式給付引当金………………株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給
付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債
務の見込額に基づき計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（改正企業会計基準第29号　2020年
３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用
指針」(企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日。以下「収益認識適用指針」とい
う。）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額を収益として認識することとしておりま
す。
　当社グループは、主として、半導体・ＦＰＤ製造装置、検査装置等の製品の販売を行っ
ておりますが、顧客への引渡の際に据付を要しない製品の国内取引については出荷時から
当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため出荷時に収益を認
識し、海外取引については船積完了時に収益を認識しています。また、顧客への引渡の際
に据付を要する製品については据付完了時に収益を認識しております。また、当社グルー
プの製品に対する有償修理・保守・移設等の役務提供を行っておりますが、役務提供につ
いては、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完了時点において、一定期間に
わたり充足される場合には役務提供期間にわたり定額、又は進捗度に応じて収益を認識し
ております。

⑤ 退職給付に係る負債の計上基準
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産・負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益・費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は、
純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場
合には振当処理を採用しております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段
為替予約
ヘッジ対象
外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ. ヘッジ方針……………………当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づき､
為替変動リスクをヘッジしております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法……ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累
計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動
の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の外
貨建金銭債務又は外貨建予定取引に関する重要な条件が
同一である場合には、ヘッジ有効性の評価を省略してお
ります。

2．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　806百万円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
①　算出方法
　繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り
による回収可能性を判断し、将来税負担を軽減することができる範囲内で計上をしており
ます。

②　主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の見積りは、予算計画を基礎と
しており、売上高をその主要な仮定としております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、主要な仮定であ
る売上高の前提について、経済環境の変化等の影響を受けた場合、翌連結会計年度の連結
計算書類において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性がありま
す。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 4,969百万円

用途 種類 場所 金額(百万円)
事業用資産 工具器具備品　等 山形県、千葉県及び中国 13

処分予定資産 工具器具備品 宮崎県 178
その他 のれん － 172

合計 364

3．連結貸借対照表に関する注記

　 ⑵ 偶発債務
　（訴訟関係）

　株式会社オーク製作所による特許権の移転登録、不正競争防止法に基づく製品の譲渡等
の差止請求に係る提訴
　当社及び当社子会社等に対し、特許権の移転登録、不正競争防止法に基づく製品の譲渡
等の差止請求に係る訴訟が2025年５月27日付けで、東京地方裁判所に提起され、当該訴状
が2025年９月９日に当社に送達されております。当社は、株式会社オーク製作所の請求に
は根拠がなく、その請求は認められないものと考えており、当社グループの経営成績等に
与える影響を現時点で合理的に見積ることは困難であります。

4．連結損益計算書に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上し ております。
　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　当社グループは、原則として他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フロー
を生み出す最小の単位によって資産をグルーピングしております。なお、処分予定資産につきま
しては、個々の資産ごとに単独でグルーピングしております。
　事業用資産につきましては、FPD装置事業及びその他事業の一部において、当初想定していた
収益が見込めなくなったため、当該事業に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　処分予定資産につきましては、使用中止を予定していることから、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　のれんにつきましては、一部子会社の株式取得時に策定した事業計画において想定した収益が
見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
計上しております。
　なお、事業用資産及びのれんの回収可能価額については、使用価値により測定しており、回収
可能価額を零として評価しております。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、零として評価しております。
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普通株式 10,057,600株

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 382 40.00 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年11月12日
取 締 役 会 普通株式 382 40.00 2025年９月30日 2 0 2 5年12月5日

計 － 765 － － －

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 382 40.00 2026年３月31日 2026年６月26日

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

（注）１．2025年6月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれております。

２．2025年11月12日取締役会の決議による配当金の総額には、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信
託口）が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの
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6. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金調達は主に銀行からの借入により、資金運用は安全性の高い預金

等により運用しております。デリバティブは、為替の変動リスクのヘッジに限定してお
り、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また、外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。
営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支

払期日であります。一部海外生産に伴う外貨建債務については、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、先物為替予約及び直物為替を利用してヘッジしております。

借入金は、主に運転資金及び企業買収資金に係る資金調達を目的としたものであり、借
入期間は1年以内と１年超と混在しております。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対
象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１.連結計算書類の作
成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項⑦重要なヘ
ッジ会計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、担当部署が販売管理規程に従い、取引相手ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行
っております。

ロ. 市場リスク（為替及び金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク
に対して、原則として先物為替予約及び直物為替を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引の基本方針や範囲、運用管理体制等
を定めた社内規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表
計上額（＊１） 時価（＊１） 差額

①受取手形及び売掛金（＊２） 17,408 17,316 △91
②投資有価証券
　その他有価証券 1,386 1,386 －
③１年内返済予定の長期借入金
　及び長期借入金 (18,949) (18,987) 38

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額665百万円）は、
「投資有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。支払手形
及び買掛金、電子記録債務においても、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価
額と近似していることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 396 989 － 1,386
債券 － － － －
その他 － － － －

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形及び売掛金 － 17,316 － 17,316
１年内返済予定の長期
借入金及び長期借入金 － 18,987 － 18,987

報告セグメント
その他
（注）

合計

半導体・
フォトマス
ク装置事業

FPD装置
事業 計

製品 16,356 24,696 41,052 － 41,052
その他・サービス　等 3,237 7,267 10,504 1,435 11,940
顧客との契約から生じる収益 19,593 31,964 51,557 1,435 52,992
その他の収益 － － － － －
外部顧客への売上高 19,593 31,964 51,557 1,435 52,992

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。また、一部の上場株式は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と
は認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
受取手形及び売掛金
　ほとんどが１年以内に決済されますが、その一部に契約条件等により１年を超えるものが含まれております。この
ため一定期間ごとに分類し、その期間に見合う国債の利回り等適切な指標により割り引いた現在価値に信用リスクを
加味して時価を算定しており、レベル2の時価に分類しております。
１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
　時価については、残存期間における元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっており、レベル2の時価に分類しております。

7.　収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、IT事業・OLED照明事業・農業事業等
です。
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　当連結会計年度（期首）
　　（2025年4月1日）

　　当連結会計年度（期末）
　　（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権
　受取手形及び売掛金 19,786 17,494
　電子記録債権 265 370
契約負債
　前受金 5,037 4,254

（2）収益を理解するための基礎となる情報
①契約及び履行義務に関する情報
　当社グループは、主として、半導体・ＦＰＤ製造装置、検査装置等の製品の販売を行って
おります。また、当社グループの製品に対する有償修理・保守・移設等の役務提供を行って
おります。

②取引価格の算定に関する情報
　当社グループは、取引価格の算定にあたって、顧客との契約において、重要な変動対価、
及び金融要素を含まないことから、原則、契約時に合意された価格をもって取引価格として
おります。

③履行義務への配分額の算定に関する情報
　当社グループは、取引価格の履行義務への配分額の算定にあたって、基本的に１つの契約
に含まれる履行義務は単一の履行義務であり、取引価格の履行義務への配分は行っておりま
せん。

④履行義務の充足時点に関する情報
　当社グループは、顧客への引渡の際に据付を要しない製品については出荷時点、顧客への
引渡の際に据付を要する製品については、顧客との契約に基づき履行義務を識別し、履行義
務を充足した時点を「据付完了」とし、その時点をもって収益を認識しております。また、
役務提供については、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完了時点において、
一定期間にわたり充足される場合には役務提供期間にわたり定額、又は進捗度に応じて収益
を認識しております。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は以下のとおりであります。

（単位：百万円)

　なお、当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれ
ていた額は、1,824百万円です。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末時点における未充足の履行義務に配分した取引価格は、27,652百万円
であります。これらは、２年以内に収益認識することを予定しております。
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⑴ １株当たり純資産額 3,825円89銭
⑵ １株当たり当期純利益 243円48銭

8. １株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定において、信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数
は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

9. その他の注記
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

⑴役員株式交付信託
　当社は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会に基づき、2020年９月２日より、当社
取締役に対する株式報酬制度を導入しております。

①取引の概要
　当社が定める「役員向け株式交付規程」に基づき、当社の取締役に対してポイントを付与
し、退任時に当該付与ポイントに相当する当社株式を交付する仕組みであります。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連
結会計年度末241百万円、62千株であります。

⑵従業員株式交付信託
　当社は、2020年８月17日開催の取締役会決議に基づき、2020年９月２日より、従業員に対
して自社の株式を給付するインセンティブプラン（以下「本プラン」という。）を導入してお
ります。

①取引の概要
　本プランの導入に際し制定した「従業員向け株式交付規程」に基づき、一定の要件を満た
した当社の従業員に対し当社株式を交付する仕組みであります。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連
結会計年度末222百万円、57千株であります。
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（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本準備
金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計別途積立

金
繰 越 利
益 剰 余
金

当 期 首 残 高 2,847 2,503 2,503 1,300 23,801 25,101 △2,479 27,974

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △765 △765 △765

当 期 純 利 益 1,544 1,544 1,544

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 12 12
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

－

事業年度中の変動額合計 － － － － 778 778 11 790

当 期 末 残 高 2,847 2,503 2,503 1,300 24,580 25,880 △2,467 28,765

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券評

価 差 額 金
評価･換算差額等合
計

当 期 首 残 高 29 29 28,004

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △765

当 期 純 利 益 1,544

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 12
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

0 0 0

事業年度中の変動額合計 0 0 791

当 期 末 残 高 30 30 28,795

株主資本等変動計算書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品…………個別法に基づく原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品………………原材料は月別総平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、
貯蔵品は最終仕入原価法

③ デリバティブ……………………時価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産(リース資産を除く)

建物、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物 …定額法
機械装置、船舶、車両運搬具、工具器具備品………………………定率法
なお、耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～38年
構築物　　　　　７～45年
機械装置　　　　５～８年
車両運搬具　　　４～６年
船舶　　　　　　４年
工具器具備品　　２～18年

　②無形固定資産(リース資産を除く)
　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。
　③リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とした定額法を採用しています。残存価額は、リース契約上の残価保証の取り
決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。

⑶ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 ……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞与引当金 ……………………当社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計
上しております。

③ 製品保証引当金 ………………製品販売後のアフターサービス費用の支出（当社の瑕疵
に基づく無償サービス費を含む）に備えるため、アフタ
ーサービス費用の支出実績を勘案した支出見込額を計上
しております。

④ 受注損失引当金 ………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失金額を合
理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度
以降に発生が見込まれる損失額を計上しています。

⑤ 退職給付引当金 ………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき、計上しております。退
職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用
いた簡便法を適用しております。

⑥ 株式給付引当金 ………………株式給付規程に基づく役員及び従業員への当社株式の給
付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の
見込額に基づき計上しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」（改正企業会計基準第29号　2020年３月31日。以
下「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第30号　2021年３月26日。以下「収益認識適用指針」という。）を適用してお
り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額を収益として認識することとしております。
　当社は、主として、半導体・ＦＰＤ製造装置、検査装置等の製品の販売を行っております
が、顧客への引渡の際に据付を要しない製品の国内取引については出荷時から当該製品の支配
が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため出荷時に収益を認識し、海外取引につ
いては船積完了時に収益を認識しています。また、顧客への引渡の際に据付を要する製品につ
いては据付完了時に収益を認識しております。また、当社の製品に対する有償修理・保守・移
設等の役務提供を行っておりますが、役務提供については、履行義務が一時点で充足される場
合には役務提供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合には役務提供期間にわた
り定額、又は進捗度に応じて収益を認識しております。
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⑹ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしてい
る場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象…………ヘッジ手段
為替予約
ヘッジ対象
外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針…………………………当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づ
き､為替変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法…………ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の
累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効
性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ
対象の外貨建金銭債務又は外貨建予定取引に関する重
要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性の評価
を省略しております。

2．会計上の見積りに関する注記
⑴ 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産　　　　　　1,105百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
イ．算出方法
　繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り
による回収可能性を判断し、将来税負担を軽減することができる範囲内で計上をしており
ます。
ロ．主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性に用いられる将来の課税所得の見積りは、予算計画を基礎と
しており、売上高をその主要な仮定としております。
ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、主要な仮定であ
る売上高の前提について、経済環境の変化等の影響を受けた場合、翌事業年度の計算書類
において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影響を与える可能性があります。

－ 26 －



当事業年度
関係会社株式 8,080
関係会社株式評価損 806
関係会社短期貸付金 3,250
関係会社長期貸付金 7,072
貸倒引当金繰入額（営業外費用） 1,183

(2) 関係会社投融資の評価
①当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の関係会社株式評価損は、連結子会社であるジャパンクリエイト株式会社及
び持分法適用関連会社であるネクスファイ・テクノロジー株式会社、Xianyang CHVT 
New Display Technology Co., Ltd.に対するものであり、貸倒引当金繰入額（営業外費
用）は、株式会社ブイ・イー・ティー及び株式会社フラスクに対するものであります。

（単位：百万円）

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項
　当社は、関係会社株式について取得原価をもって貸借対照表価額とし、実質価額が著し
く低下した場合には相当の減損処理を行いますが、回復する見込があると認められる場合
には減損処理を行わないこととしております。また、関係会社長期貸付金について、個別
に財政状態及び経営成績等の状況を勘案し、必要に応じ貸倒引当金を計上することとして
おります。
　当事業年度末における関係会社株式の評価は、関係会社の事業計画を基礎としておりま
す。ジャパンクリエイト株式会社及び持分法適用関連会社であるネクスファイ・テクノロ
ジー株式会社、Xianyang CHVT New Display Technology Co., Ltd.に対する関係会社
株式の評価基礎とした事業計画における重要な仮定は、ターゲットとする市場の需要動向
及び製品開発の状況に基づく販売予測となります。
　当事業年度においてジャパンクリエイト株式会社及び持分法適用関連会社であるネクス
ファイ・テクノロジー株式会社、Xianyang CHVT New Display Technology Co., Ltd.
に対する関係会社株式の評価に関して、見積り期間内において実質価額が回復しない見込
みであるため、関係会社株式に対し評価減を行いました。
　また、当事業年度における貸倒引当金繰入額（営業外費用）は、株式会社ブイ・イー・
ティー及び株式会社フラスクに対する関係会社長期貸付金の資金回収可能性に関して評価
を実施し、貸倒引当金を計上しました。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2,046百万円

① オー・エイチ・ティー株式会社 218百万円
② Shanghai V Technology Co., Ltd. 99百万円

① 短期金銭債権 6,225百万円
② 長期金銭債権 7,072百万円
③ 短期金銭債務 860百万円

売上高 4,982百万円
仕入高 4,019百万円
販売手数料等 697百万円

受取利息及び配当金 1,176百万円
その他営業外収益 31百万円

3．貸借対照表に関する注記

⑵　保証債務額
以下の関係会社の受注に対する入札・履行保証等を行っています。

⑶ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑷ 偶発債務
（訴訟関係）

株式会社オーク製作所による特許権の移転登録、不正競争防止法に基づく製品の譲渡等の差止請
求に係る提訴
　当社に対し、特許権の移転登録、不正競争防止法に基づく製品の譲渡等の差止請求に係る訴訟
が2025年５月27日付けで、東京地方裁判所に提起され、当該訴状が2025年９月９日に当社に送
達されております。当社は、株式会社オーク製作所の請求には根拠がなく、その請求は認められ
ないものと考えており、当社の経営成績等に与える影響を現時点で合理的に見積ることは困難で
あります。

4. 損益計算書に関する注記
⑴   関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業取引以外の取引による取引高

(2)　関係会社清算益　　238百万円
　関係会社清算益は、当社子会社であったLumiotec株式会社の清算にかかる残余財産の分配
に伴い計上したものであります。
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用途 種類 場所 金額(百万円)
事業用資産 工具器具備品 千葉県 0

処分予定資産 工具器具備品 宮崎県 178
合計 178

普通株式 604,312株

(3)　関係会社株式評価損　　806百万円
　関係会社株式評価損は、当社子会社であるジャパンクリエイト株式会社及び持分法適用関連
会社であるネクスファイ・テクノロジー株式会社、Xianyang CHVT New Display 
Technology Co., Ltd.に対する株式評価損であります。

(4)　減損損失　　178百万円
　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております 。

　当社は、原則として他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを生み
出す最小の単位によって資産をグルーピングしております。なお、処分予定資産につきまして
は、個々の資産ごとに単独でグルーピングしております。
　事業用資産につきましては、その他事業の一部において、当初想定していた収益が見込めな
くなったため、当該事業に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として計上しております。また、処分予定資産につきましては、使用中止を予定
していることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上し
ております。
　なお、事業用資産の回収可能価額については、使用価値により測定しており、回収可能価額
を零として評価しております。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定
しており、零として評価しております。

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数

自己株式の普通株式数には、信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が
保有する119,338株が含まれております。
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（繰延税金資産） （百万円）
賞与引当金 54
製品保証引当金 116
受注損失引当金 2
退職給付引当金 100
株式給付引当金 114
貸倒引当金 2,300
未払金等否認額 32
棚卸資産評価損否認額 904
関係会社株式評価損 697
減損損失 107
繰越欠損金 327
その他 12

繰延税金資産小計 4,771
評価性引当額 Δ3,652

繰延税金資産合計 1,119
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 13
繰延税金負債合計 13
繰延税金資産の純額 1,105

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

7. リースにより使用する固定資産に関する注記
ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース
　(1)リース資産の内容
　　・有形固定資産
　　　主として車両運搬具の使用権資産であります。

　(2)リース資産の減価償却方法
　原則としてリース期間を耐用年数とし、残存価額は、リース契約上の残価保証の取り決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としています。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者 と
の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
(百万円) 科 目 期 末 残 高

( 百 万 円 )

子 会 社

株 式 会 社 ブ
イ ・ イ ー ・
テ ィ ー

直接
100.0

次世代蒸着マスクの製
造及び次世代蒸着技術
の 開 発
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付 1,182 関 係 会 社
長 期 貸 付 金 7,072

資 金 の 回 収 － － －

株式会社LE-
TECHNOL
O G Y

直接
100.0

ダイレクト露光装置の
開 発 ・ 製 造 ・ 販 売

資 金 の 貸 付 1,050 関 係 会 社
短 期 貸 付 金 2,150

資 金 の 回 収 1,150 － －

ジ ャ パ ン ク
リ エ イ ト 株
式 会 社

直接
100.0

半導体製造装置の開
発 ・ 製 造 ・ 販 売

資 金 の 貸 付 800 関 係 会 社
短 期 貸 付 金 1,000

資 金 の 回 収 400 － －
Shanghai V 
Technology 
C o . ,  L t d .

直接
100.0

当 社 装 置 に 係 る
営 業 活 動 及 び
顧 客 サ ポ ー ト

製品等の販売等 1,691 売 掛 金 1,244

V E T O N 
T E C H 
L I M I T E D

直接
100.0

当 社 装 置 に 係 る
営 業 活 動 及 び
顧 客 サ ポ ー ト

製品等の販売等 2,321 売 掛 金 560

⑴ １株当たり純資産額 3,046円09銭
⑵ １株当たり当期純利益 163円38銭

8. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．株式会社ブイ・イー・ティーの関係会社長期貸付金については、全額貸倒引当金を計上しております。
３．取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高は消費税を含んでおります。
４．販売価格は、各関連当事者の得意先販売価格に一定の率を乗じた金額としております。

9. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表 ７.収
益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

　１株当たり当期純利益の算定において、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信
託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数は当該
株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。
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11. その他の注記
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

⑴役員株式交付信託
　当社は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会に基づき、2020年９月２日より、当社
取締役に対する株式報酬制度を導入しております。

①取引の概要
　当社が定める「役員向け株式交付規程」に基づき、当社の取締役に対してポイントを付与
し、退任時に当該付与ポイントに相当する当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事
業年度末241百万円、62千株であります。

⑵従業員株式交付信託
　当社は、2020年８月17日開催の取締役会決議に基づき、2020年９月２日より、従業員に対
して自社の株式を給付するインセンティブプラン（以下「本プラン」という。）を導入してお
ります。

①取引の概要
　本プランの導入に際し制定した「従業員向け株式交付規程」に基づき、一定の要件を満た
した当社の従業員に対し当社株式を交付する仕組みであります。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純
資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事
業年度末222百万円、57千株であります。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木　村　彰　夫
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 樋　野　智　也

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

株 式 会 社 ブ イ ・ テ ク ノ ロ ジ ー
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
                    横浜事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ブイ・テ
クノロジーの2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の
連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ブイ・テクノロジー及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連
結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

連結計算書類に係る会計監査報告
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任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員
会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内
容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明
するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を
通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき
連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関
する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結
計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切
であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算
書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社
の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結
計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与え
ると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会
計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木　村　彰　夫
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 樋　野　智　也

独立監査人の監査報告書
2026年５月25日

株 式 会 社 ブ イ ・ テ ク ノ ロ ジ ー
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
                     横浜事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ブ

イ・テクノロジーの2025年４月１日から2026年３月31日までの第29期
事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の
財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員
会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計
算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算

書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する
意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与え
ると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための セー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2025年4月1日から2026年3月31日までの第29期事業年度
における取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以
下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施いたしました。

（1）監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、内部監査室と連携
の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を求め、その業務及び財産の状況を調査いたしました。

（2）会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを
監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類及びその附属明細書並びに連結計算書類について検討いたしました。

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
　　　　しく示しているものと認めます。
　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
　　　　る重大な事実は認められません。

監査等委員会の監査報告
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社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 小  川  加  織
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 立  山  純  子
社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 若  林  秀  樹

　　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
　　　　す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
　　　　締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
　　と認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
　　と認めます。

2026年５月25日
株式会社ブイ・テクノロジー　監査等委員会

　
以　上
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